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公選制廃止は農業委員
会の実質的解体では　

問　「農業委員会」は、これま

で農地に関する許認可権限をも

つ行政委員会であって「農家の

代表機関」であった。

　しかし、今回の改定は、農業

委員の公選制廃止や業務の抜本

的な見直しにより、農地に関す

る権限を農業者から奪い、実質

的な農業委員会の解体につなが

るのではないか。

●その他の質疑・質問●

○市税条例の改正については、

納税者の立場に立ち、強権的に

ならない配慮を。また、三重地

方税管理回収機構からの撤退を

〇国民健康保険の国からの交付

金は、低所得者向けに使え

〇建設工事については、設計書

等のチェック体制を充実せよ

〇まちづくりは「介護や福祉の

充実」など市民の満足度の低い

所にこそ力を入れよ　など

答　改正後の農業委員の選出要

件は、市に登録されている認定

農業者が農業委員の過半数を占

めること、また農業委員の業務

に利害関係のない者を含めるこ

ととし、広く地域から推薦・公

募を行うこととなる。公選制の

もとでの農業委員は兼業農家が

多く、農地法に係る許認可が業

務の多くを占めていたが、新た

な体制では農地利用の効率化、

遊休農地の発生防止・解消に重

点が置かれ、担い手農家の活性

化につながるものと考えている。

また、利害関係のない者が加わ

り、中立な立場で公平な判断が

できるものと考えている。さら

に農地利用最適化推進委員86名

が新たに設けられ、地域の農業

振興にかかわる活動を通じ、農

業委員会に意見を述べることが

できることとなる。

▲農地は誰が守るのか、心配さ 

　れる耕作放棄地の増加
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食物アレルギーに対応
した給食調理の実態は

問　給食調理に関する技能員の

仕事は重労働であるとともに、

異物混入が起きないよう慎重か

つ手際良く業務を行っていると

聞く。さらに食物アレルギー対

応の調理業務が加わる学校では

綿密な連携のもと対応・実施し

ているが、食物アレルギー疾患

等を有する幼児・児童・生徒の

人数およびアレルギー対応給食

を実施している学校数、ならび

に対応給食調理の実態は。

●その他の質疑・質問●

○市道塔世橋南郊線（通称「近

鉄道路」）における「津興橋」

架け替え後の新たな「津興橋」

の全体像は

○9年間にわたる全国学力・学

習状況調査の分析から判明した

津市の児童・生徒の学力の推移

および傾向、ならびに今後の抜

本的な対策は

○学校教育活動全般における新

聞活用の考えについて　　など

答　幼稚園で94名、小学校で

789名、中学校で292名の計

1,175名が食物アレルギー疾患

等を有しており、小学校51校中

45校、中学校20校中19校、給食

を実施している幼稚園19園中9

園で食物アレルギー対応給食調

理を実施している。対応に携わ

る職員としては、保護者等との

個別の相談等を行う栄養教諭、

学校栄養補助員および193名の

調理員を配置している。実施に

当たっては、医師の診断内容を

もとに栄養教諭および学校栄養

補助員が保護者と相談を行い、

対応食の内容や提供方法につい

て決定し、献立や作業行程等を

記載した調理指示書を作成する。

これに従い原因食品の混入がな

いよう細心の注意を払って調理

し、配食も誤りがないようしっ

かりと確認を行っている。

▲260人分の給食を2人で調理

　する小学校の調理員
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